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みなさん、こんにちは。

代表取締役社⻑の堀越 裕史です。

皆様には⽇頃より⼤変お世話になり、厚く御礼申し上げます。

それでは、2027年3⽉期中間期決算、通期業績予想、株主還元、および資本コストや株価を意識
した経営の実現に向けた対応のアップデートについてご説明します。



アジェンダ

1. 2027年3⽉期中間期 連結決算の概要

2. 2027年3⽉期 業績予想の概要

3. 株主還元
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5. 参考資料

4. 資本コストや株価を意識した経営の実現
に向けた対応について（アップデート）
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本⽇のアジェンダはご覧の通りです。



2027年３⽉期中間期 連結決算の概要
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2027年3⽉期中間期 決算サマリ

▶ 売上⾼︓デバイス事業にお
いてモビリティ向け半導体
の需要が堅調に推移したこ
とに加え、システム事業に
おいて産業機器分野を中⼼
に全ての分野が伸⻑

▶ 売上総利益・営業利益︓増
収に加え、プロダクトミッ
クスの改善により増益

▶ 経常利益・親会社株主に帰
属する中間純利益︓当中間
期連結会計期間末にかけて
円⾼に進⾏したことによ
り、7億円の為替差益を計上
した結果、ともに増益

予想⽐前年
同期⽐

2027年3⽉期
中間期

2026年3⽉期
中間期

売上⽐実績予想
（5/11）売上⽐実績

+3,726
(+3.5%)

+6,029
(5.9%)ー108,726105,000ー102,697売上⾼

＋1,908
(+16.6%)

+2,470
(+22.6%)12.3%13,40811,50010.7%10,937売上総利益

+32
(+0.4%)

+622
(+7.6%)8.1%8,8328,8008.0%8,210販管費

+1,875
(+69.5%)

+1,848
(+67.8%)4.2%4,5752,7002.7%2,727営業利益

+2,526
(+133.0%)

+2,666
(+151.5%)4.1%4,4261,9001.7%1,759経常利益

+1,573
(+131.1%)

+1,787
(+181.3%)2.6%2,7731,2001.0%985

親会社株主に
帰属する
中間純利益

（百万円）
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はじめに中間期の業績です。

売上⾼1,087億円、経常利益44億円と、5⽉に公表した期初予想を売上⾼・経常利益ともに上回
りました。特に、経常利益については期初予想19億円の2倍超と、⼤幅な上振れとなりました。

次に、前年同期⽐では、デバイス事業においてモビリティ向け半導体の需要が堅調に推移したこ
とに加え、システム事業において産業機器分野を中⼼に全ての分野が伸⻑し、6%の増収となり
ました。利益⾯は、増収に加え、プロダクトミックスの改善により売上総利益率が上昇し、営業
利益は68%の増益となりました。さらに、中間期末にかけての円⾼進⾏により7億円の為替差益
を計上した結果、経常利益は152%、中間純利益は181%と、⼤幅な増益となりました。



2027年3⽉期中間期 事業別業績サマリ

前年同期⽐2027年3⽉期 中間期2026年3⽉期 中間期

+226
(+0.3%)77,76777,540売上⾼

+2,018
(+221.3%)2,930912経常利益

（百万円）

前年同期⽐2027年3⽉期 中間期2026年3⽉期 中間期

+5,577
(+23.0%)29,86424,286売上⾼

+618
(+60.1%)1,6481,029経常利益

（百万円）

前年同期⽐2027年3⽉期 中間期2026年3⽉期 中間期

+224
(+25.8%)1,095870売上⾼

+27
(-)△155△183経常利益

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍アントレプレナ事業

▶ モビリティ向け半導体の需要
が増加し増収。また円⾼進⾏
の影響により、経常利益は増
益

▶ 産業機器分野を中⼼に全分野
が伸⻑し増収。売上の増加に
伴い経常利益も増益

▶ 光通信モジュールの需要増に
より増収。売上の増加による
改善を⾒せたものの、経常損
失を計上
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*前連結会計年度より、2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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次に、事業別業績サマリです。

売上⾼の約7割を占めるデバイス事業では、モビリティ向け半導体の需要が増加し増収となりま
した。経常利益は、売上総利益率の改善に加え、期末の円⾼進⾏で為替差益を計上した結果、前
年同期⽐で約3倍となる29億円となりました。システム事業は、産業機器分野を中⼼に全分野が
伸⻑し、売上⾼は23%の増収、経常利益も60%増益と⼤幅に伸⻑しました。最後にアントレプ
レナ事業ですが、光通信モジュールの需要増により増収となり、損失幅は縮⼩しましたが、引き
続き経常損失となりました。



40% 36%

15% 22%

33% 28%

9% 10%
3% 4%

2026年3⽉期

中間期

2027年3⽉期

中間期

2027年3⽉期中間期 ⽤途別 連結売上⾼構成⽐

主な増減要因

医療・ヘルスケア（+1ポイント）
‒ 医⽤機器分野が堅調に推移し、構成⽐が上昇

産業機器（△5ポイント）
‒ ⼀部ビジネスの剥落により、構成⽐が低下

モビリティ（+7ポイント）
‒ 商権拡⼤に伴い需要が伸⻑し、構成⽐も⼤幅に上昇

⺠⽣機器（△4ポイント）
‒ ⼀部分野の需要が低調に推移し、構成⽐が低下

航空・宇宙・防衛（+1ポイント）
‒ 航空宇宙関連の需要が堅調に推移し、構成⽐が上昇
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続きまして、⽤途別売上⾼の構成⽐です。

最も⼤きく変化したのはモビリティで、構成⽐は15%から22%へ、7ポイントの上昇となりまし
た。商権拡⼤に伴う需要の伸⻑が主な要因です。

次に⽤途別を下段から順に申し上げますと、⺠⽣機器はアミューズメント関連分野の需要が低調
で、構成⽐が低下しております。産業機器はビジネスの⼀部が剥落し、構成⽐を下げる結果とな
りました。⼀⽅、医療・ヘルスケアは医⽤機器分野、航空・宇宙・防衛は⼈⼯衛星を中⼼に航空
宇宙関連の需要がそれぞれ堅調で、いずれも構成⽐が上昇しています。



2027年3⽉期中間期『デバイス事業』品⽬別売上⾼
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主な増減要因

26,937 24,245 

2,399 6,565 
1,719 1,144 

23,397 21,655 

5,110 4,429 

17,977 19,730 

77,540 77,767 

2026年３⽉期

中間期

2027年3⽉期

中間期

（百万円）

アナログIC（△2,692/10.0%減）
‒ 産業機器向けの減少

カスタムIC（△681/13.3%減）
‒ ⺠⽣機器向けの減少

特定⽤途IC（△1,742/7.4%減）
‒ モビリティ向けの増加、⺠⽣機器向けの減少

マイクロプロセッサ（△575/33.4%減）
‒ モビリティ向けの減少

メモリーIC（+4,166/173.7%増）
‒ 産業機器向け、⺠⽣機器向けの増加

電⼦部品（+1,753/9.8%増）
‒ 産業機器向けの増加
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ここからは、各事業の品⽬別の状況を、変動ポイント中⼼にご説明します。

デバイス事業は、下から2番⽬のメモリーICがメモリー価格の⾼騰の影響をうけ、産業機器向
け・⺠⽣機器向けで⼤きく伸⻑し、⼀番上の電⼦部品も産業機器向けで増加しました。⼀⽅で、
⼀番下のアナログICが産業機器向けで、上から3番⽬の特定⽤途ICが⺠⽣機器向けで減少しまし
た。



主な増減要因

4,021 5,004

9,037
11,272

2,634

3,440
8,594

10,147
24,286

29,864

2026年3⽉期

中間期

2027年3⽉期

中間期

2027年3⽉期中間期『システム事業』品⽬別売上⾼

レーザー機器（+806/30.6%増）
‒ レーザー装置の増加

産業機器（+2,235/24.7%増）
‒ 質量分析装置、電⼦部品組⽴検査装置の増加

航空宇宙機器（+983/24.4%増）
‒ ⼈⼯衛星向け⾼信頼性部品の増加

医⽤機器（+1,553/18.1%増）
‒ 画像診断装置の増加

（百万円）
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システム事業は、全ての品⽬が伸⻑しました。下段から順に、航空宇宙機器は⼈⼯衛星向けの部
品を中⼼に好調で、産業機器は組⽴検査・分析装置が増加しました。レーザー機器も堅調に推移
し、医⽤機器は画像診断装置が増加しています。



2027年3⽉期中間期『アントレプレナ事業』品⽬別売上⾼

825 
1,012 

46 

83 
870 

1,095 

2026年3⽉期

中間期

2027年3⽉期

中間期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（+187/22.7%増）
‒ 光通信モジュールの増加

AI・ロボティクス（+37/80.4%増）
‒ 汎⽤超⾳波画像診断装置の増加
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アントレプレナ事業は、ICTソリューションにおいて、光通信モジュールの需要が増加しまし
た。AI・ロボティクスも汎⽤超⾳波画像診断装置などが増加しました。



2027年3⽉期中間期 貸借対照表の概要

前期末⽐2026年9⽉末2026年3⽉期末

△3,896141,105145,001資産合計
△5,029124,269129,298流動資産

△1,06023,67524,735現⾦及び預⾦

△5,83348,12753,961受取⼿形及び売掛⾦

+1,85245,29343,440商品及び製品

+127,1737,161その他

+1,13216,83515,702固定資産

△7,01875,19282,211負債合計
△7,26668,87076,137流動負債

△3,24222,50925,751⽀払⼿形及び買掛⾦

△7,61937,14744,766短期借⼊⾦

+3,5959,2145,619その他

+2476,3216,074固定負債

+3,12265,91262,790純資産合計

（百万円） ▶ 資産合計︓前期末から38億
円減少。増減の内訳は、商
品及び製品が18億円増加、
受取⼿形及び売掛⾦が58億
円減少

▶ 負債合計︓前期末から70億
円減少。増減の内訳は、運
転資⾦の効率化に伴い、短
期借⼊⾦が76億円減少

▶ 純資産合計︓前期末から 31
億円増加
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＊流動資産と流動負債は主要項⽬のみ記載しております
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続いて、貸借対照表の概要です。上段にある資産の部は、主に売掛⾦の減少により前期末から減
少し、1,411億円となりました。下段に記載しています負債の部も、買掛⾦や短期借⼊⾦の減少
などにより、751億円に減少しました。この結果、純資産合計は659億円となりました。



▶ Ⅰ. 当社の為替変動リスクへの対応⽅針

▶ Ⅱ. ナチュラルヘッジ（⽶ドル仕⼊ー⽶ドル売上取引）における為替変動の影響

・仕⼊の⼤半が⽶ドル建のため、⽶ドル建売上は円を介さない「ナチュラルヘッジ」、円建売上は「為替予約ヘッジ」を実施

＜参考＞為替差損益発⽣のメカニズム

仕⼊〜売上・回収の「⼀連の取引」の条件および対応する資産・負債を⽶ドル建とし、⽶ドル建利益を確保

仕⼊債務に対する為替予約を取引明細毎に⾏い、取引毎の円建の利益を確保② 円建売上
① ⽶ドル建売上

*詳細は当社ウェブサイトよりご確認できます
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損益均衡

現預⾦・売掛⾦
在庫

（期末評価せず）

買掛⾦・借⼊⾦

期間利益への影響イメージ（円⾼進⾏時）

（仕⼊と決算⽇のレート差）

期末評価への影響イメージ（円⾼進⾏時）

売上総利益
（粗利減）

営業外損失
（為替差損）

営業外収益
（為替差益）

損益均衡

仕⼊ ＞ 売上

売上 ＞ 回収

仕⼊ ＞ ⽀払

借⼊ ＞ 返済

円建表記のレート 円建表記のレート

または（円⾼急伸時等）

Ⓐ翌期の売上総利益減
(当期決算においては不均衡)

Ⓑ当期の低価法評価減
（当期決算において均衡)

②期末評価影響

①期間利益影響 「⼀連の取引」を円建表記する際、円⾼進⾏によるレート差を、売上総利益（例︓仕⼊から売上までの円⾼影響）や為替差損益（例︓借⼊から返済までの円⾼影響）
として計上するため、円建表記では「売上総利益の減」と「為替差益」の⼊り繰りが発⽣します。但し、左図の通り、ネット損益は決算期間内で均衡を確保します。

「⼀連の取引」で発⽣する現預⾦・売掛⾦・在庫・買掛⾦・借⼊⾦は⽶ドル建での価値バランスは確保されています。各項⽬は「決算⽇当⽇のドル・円レート」で
期末に円建て評価を⾏ないますが︓
Ⓐ原則として「在庫」は「仕⼊時のドル・円レート」適⽤のまま期末⽇に評価の洗い替えを⾏なわないため、円建表記では現預⾦・売掛⾦の期末評価の為替差損に
対し、買掛⾦・借⼊⾦の期末評価の為替差益が上回り、均衡が失われる分の「為替差益」を会計上認識します。但し、右図の通り、このような在庫の未認識の評価
損が翌期（以降）の売上総利益の押下げ要因となることで、最終的には会計上も均衡が確保されます。
Ⓑ⼀⽅、期末に向けた円⾼急伸時は、「在庫」の明細毎に「低価法評価」の対象となることがあり、その場合は当期内に当該在庫の評価減を認識しますので、会計
上の損益も均衡します。なお、この場合は、翌期（以降）の「売上総利益」の増減影響は発⽣しません。
右図の通り、上記Ⓐ Ⓑいずれの場合も、円⾼進⾏による在庫の円建て評価損は、適宜、当期または翌期（以降）に会計認識され、最終的に損益均衡は確保されます。
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ここで、投資家の皆様からご質問の多い、為替差損益のメカニズムについてご説明します。

弊社は、ドル仕⼊・ドル売の「ナチュラルヘッジ」と、ドル仕⼊・円売の「為替予約ヘッジ」で
リスクに対応しています。

「ナチュラルヘッジ」ではドルベースの利益を確保していますが、⽇本会計基準で求められる円
換算により、売上総利益と為替差損益の間で「⼊り繰り」が⽣じます。

当中間期は、期末にかけて円⾼が進⾏したことにより、営業外収益で7億円の為替差益を計上い
たしました。これは期末時の円建て換算による⼀時的な評価益となります。詳細は弊社ウェブサ
イトをご覧ください。



2027年３⽉期 業績予想の概要
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2027年3⽉期 業績予想サマリ

▶ ５⽉11⽇に公表した業績予
想を上⽅修正

▶ 売上⾼︓デバイス事業でモビ
リティ向け半導体の需要や、
システム事業の航空宇宙機器
が伸⻑する⾒込みで、期初予
想を上回る⾒通し

▶ 各利益項⽬︓売上総利益率の
向上により営業利益は増益。
また、想定為替レートを前提
とした経常利益・親会社株主
に帰属する当期純利益ともに
期初予想⽐で増益の⾒通し

▶ 2026年度下期想定為替レー
トは150円/ドルを想定

期初
予想⽐前期⽐

2027年3⽉期2026年3⽉期

売上⽐修正予想期初予想売上⽐実績

+11,000
(+4.9%)

+22,574
(+10.6%)ー236,000225,000ー213,425売上⾼

+2,400
(＋9.3%)

+3,498
(+14.2%)11.9%28,20025,80011.6%24,701売上総利益

+400
(+2.2%)

+1,461
(+8.6%)7.8%18,40018,0007.9%16,938販管費

+2,000
(+25.6%)

+2,036
(+26.2%)4.2%9,8007,8003.6%7,763営業利益

+1,900
(+31.7%)

+3,681
(+87.2%)3.3%7,9006,0002.0%4,218経常利益

+1,200
(+30.0%)

+1,896
(+57.4%)2.2%5,2004,0001.5%3,303

親会社株主に
帰属する
当期純利益

（百万円）
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続きまして、2027年3⽉期の通期業績予想です。この度、5⽉に公表した期初予想を売上⾼、各
利益ともに上⽅修正しました。売上⾼は、デバイス事業でモビリティ向け半導体の需要が、シス
テム事業で航空宇宙機器が伸⻑する⾒込みで、期初予想を110億円上回る2,360億円を⾒込んで
います。利益⾯も、期初予想に⽐べ、増益の⾒通しです。営業利益は、増収および売上総利益率
の向上により、期初予想の78億円から20億円増の98億円を⾒込んでおります。経常利益は、下
期の想定為替レートを1ドル150円とし、中間期に計上した為替差益の⼀部反転などによる営業
外費⽤の増加を⾒込んでおりますが、期初予想の60億円に対して、19億円増の79億円を⾒込ん
でおります。



2027年3⽉期 事業別業績予想サマリ

前期⽐2027年3⽉期 予想2026年3⽉期 実績

+5,754
(+3.8%)158,000152,245売上⾼

+2,937
(+522.4%)3,500562経常利益

（百万円）

前期⽐2027年3⽉期 予想2026年3⽉期 実績

+15,376
(+26.2%)74,00058,623売上⾼

＋429
(+11.7%)4,1003,670経常利益

（百万円）

前期⽐2027年3⽉期 予想2026年3⽉期 実績

+1,443
(+56.5%)4,0002,556売上⾼

+314
(－)300△14経常利益

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍アントレプレナ事業

▶ モビリティ向け半導体の需要
増やメモリ製品の売上伸⻑な
どにより、増収増益を⾒込む

▶ 航空・宇宙・防衛関連市場が
引き続き牽引し、増収増益を
⾒込む

▶ AI・ロボティクス商材の市場
開拓による新規案件の獲得に
より、⿊字転換を⾒込む
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*2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、前連結会計年度より従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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次に、事業別の業績予想です。デバイス事業は、売上⾼1,580億円、経常利益35億円を⾒込んで
います。モビリティ向け半導体やメモリー製品が伸⻑し、前期の5億円から⼤きく回復する⾒通
しです。中計の計画値である経常利益30億円以上を上回る⽔準ですが、この復調を⼀過性のもの
とせず、成⻑市場での販売拡⼤と付加価値の向上を通じて、基盤強化事業の実⼒をさらに⾼めて
まいります。

システム事業は、売上⾼740億円、経常利益41億円を⾒込んでいます。牽引役は航空・宇宙・防
衛です。国が安全保障や宇宙開発への取り組みを強めるなか、この市場は中⻑期にわたって拡⼤
が続くと⾒ております。⻑年の納⼊実績とお客様との信頼関係を持つ弊社にとって、⼤きな追い
⾵です。

アントレプレナ事業は、売上⾼40億円、経常利益3億円と、⿊字転換を⾒込んでいます。中計で
掲げた経常利益10億円には、まだ乖離がありますが、AI・ロボティクスで新規案件の獲得が着実
に進んでおります。まずは⾜元の⿊字化を確実に果たし、次の成⻑につなげてまいります。



2027年3⽉期 『デバイス事業』品⽬別売上⾼予想

主な増減要因

52,851 49,005 

6,531 14,502 
2,949 2,498 

46,997 40,908 

7,948 8,806 

34,969 42,281 

152,245 158,000 

2026年3⽉期 2027年3⽉期

（百万円）

アナログIC（△3,846/7.3%減）
‒ ⺠⽣機器向けの減少

カスタムIC（+858/10.8%増）
‒ ⺠⽣機器向けの増加

特定⽤途IC（△6,089/13.0%減）
‒ モビリティ向けの増加、⺠⽣機器向けの減少

マイクロプロセッサ（△451/15.3%減）
‒ モビリティ向けの減少

メモリーIC（+7,971/122.0%増）
‒ 産業機器向け、⺠⽣機器向けの増加

電⼦部品（+7,312/20.9%増）
‒ 産業機器向けの増加
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*2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、前連結会計年度より従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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続いて、品⽬別の通期予想です。まずデバイス事業ですが、下から2番⽬のメモリーICが産業機
器向け・⺠⽣機器向けで、⼀番上の電⼦部品が産業機器向けで、それぞれ⼤きく増加する⾒込み
です。⼀⽅で、上から3番⽬の特定⽤途ICと⼀番下のアナログICが⺠⽣機器向けで減少します
が、メモリーICと電⼦部品がこれらを補い、前期⽐では増収の⾒通しです。



主な増減要因

9,054
15,113

20,637

23,807
7,238

8,268
21,695

26,812
58,623

74,000

2026年3⽉期 2027年3⽉期

2027年3⽉期 『システム事業』品⽬別売上⾼予想

レーザー機器（+1,030/14.2%増）
‒ レーザー装置の増加

産業機器（+3,170/15.4%増）
‒ 電⼦部品組⽴検査装置、質量分析装置の増加

航空宇宙機器（+6,059/66.9%増）
‒ 電⼦機材の増加

医⽤機器（+5,117/23.6%増）
‒ 画像診断装置の増加

（百万円）
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次にシステム事業です。下段から順に、航空宇宙機器は防衛関連で電⼦機材が伸⻑する⾒通しで
す。産業機器は引き続き分析・検査装置が伸び、医⽤機器も画像診断装置を中⼼に堅調に推移す
る⾒込みです。



2027年3⽉期 『アントレプレナ事業』品⽬別売上⾼予想

2,395 
2,863 

161 

1,137 

2,556 

4,000 

2026年3⽉期 2027年3⽉期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（+468/19.5%増）
‒ 光通信関連商材の増加

AI・ロボティクス（+976/606.2%増）
‒ 汎⽤超⾳波画像診断装置の増加
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*2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、前連結会計年度より従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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最後にアントレプレナ事業です。こちらは、AI・ロボティクスにおいて汎⽤超⾳波画像診断装置
の増加などを⾒込んでおり、これが事業の増益に寄与する⾒通しです。ICTソリューションにつ
いては、光通信関連商材の増加により、前期⽐で増収を⾒込んでいます。

以上、今中間期の業績および今期業績予想をご説明いたしました。



株主還元
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8 10
20 25 25 25

38
8

20

60
27

41
25

62

16

30

80

52

66

50

100

2021年3⽉期 2022年3⽉期 2023年3⽉期 2024年3⽉期 2025年3⽉期 2026年3⽉期 2027年3⽉期

中間配当 期末配当
（円）

株主還元

連結配当性向50％またはDOE（株主資本配当率）3.5%のいずれか⾼い⽅を⽬安に
継続的かつ安定的な配当を実施することを基本⽅針とする配当⽅針

2027年3⽉期の配当︓中間 38円、期末62円の年間100円を予定
配当性向︓50.5％、DOE（株主資本配当率）︓4.8％を⾒込む

2027年3⽉期
の配当

（予定）
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次に、株主還元についてです。

配当⽅針は、スライドに記載の通り、連結配当性向50%またはDOE3.5%の、いずれか⾼い⽅を
⽬安に、継続的かつ安定的な配当を実施することを基本⽅針としています。

この⽅針に基づき、2027年3⽉期の配当は、中間38円、期末62円を予定しています。この配当
予定は、期初予想から23円増配の年間100円で、前期⽐で2倍となる⾒込みです。配当性向は
50.5%、DOEは4.8%の想定です。これからも株主の皆様への還元を重要な経営課題と認識し、
弊社の定めた配当⽅針のもと、安定的な株主還元に努めます。



資本コストや株価を意識した経営の実現
に向けた対応について（アップデート）
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最後に『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』のアップデートをご説明いたし
ます。



現状分析と今後の課題

市場評価（株価）に基づく

**ROE÷PBRにて算出。PBR＝期末株価2期平均
÷単年度の1株当たり純資産（但し左図点線で⽰
す予測値算出には各項に合理的な予想値を使⽤）

株主資本コスト**（参考値)
（市場インプライド資本コスト）

約８.6％－19.2%

約5.9％－9.0%
***当社基準により算出
β値は直近5年のヒストリカルベータ

CAPM***による株主資本コスト

継続的課題
①ROE9％以上の安定化
②期待株主資本コストの引下げ
③結果としてのPBR１倍超

当社が想定する
期待株主資本コスト(CoE)の幅

* 1,875円-2026年9⽉30⽇終値

© 2026 MARUBUN CORPORATION

▶ 2026年3⽉期の減益によりROE（⾃⼰資本利益率）実績は5.9％。2027年3⽉期の直近業績予想を反映した想定ROEは 8.8％だが、
当社想定の株主資本コスト帯域に若⼲及ばず。年度末の株価を現状⽔準*とする場合、PBRは0.8倍程度への回帰に留まる⾒通し

▶ 市場期待と当社の収益性との間に依然としてギャップが存続していることを⽰しており、「継続的課題」の実⾏に努めていく

20

まず、弊社の現状分析と今後の課題です。

ROEは前期5.9%でしたが、今期の業績予想を反映した想定ROEは8.8%まで改善する⾒込みで
す。ただし、この⽔準は、弊社が想定する株主資本コストのレンジに若⼲及ばず、年度末の株価
を9⽉末の⽔準とした場合、PBRは0.8倍程度への回帰に留まる⾒通しです。市場の期待と弊社の
収益性との間には、依然としてギャップが存在していると認識しています。改めてROE9%以上
の安定化、株主資本コストの引き下げに向けた取り組みを強化し、結果としてのPBR1倍超の実
現を⽬指します。



持続的な価値向上に向けた取り組み（再掲）

持続的な
企業価値向上
に向けた経路

安定的な
ROE 9%以上の確保

×
効果的な財務・⾮財務施策の展開

↓
結果としての

PBR 1倍超の達成

* 保守的に将来にわたる利益成⻑率（g）をゼロとし、当⾯の⽬標ROEを⼀定⽔準と仮定した場合の近似式

≈*

▶ 「丸⽂グループ価値創造モデル」とその中枢にある「バリューサイクル」を効果的に循環させる (P44-P46ご参照)
▶ 「3つの戦略施策（I.Ⅱ.Ⅲ.)」を推進し「ROE9％以上の安定確保とPBR1倍超の達成」を⽬指す (P22-P35ご参照)
▶ 前中期経営計画は達成したが、現中期経営計画（丸⽂ Nextage 2027）についても、財務⽬標達成を⽬指す

PBR
株価純資産倍率

CoE
株主資本コスト

Ⅰ. 成⻑戦略の遂⾏

Ⅱ. 財務施策の実⾏

ROEの向上

CoEの低減

ROE
株主資本利益率

Ⅲ. ⾮財務施策の展開

エクイティ
スプレッド
の拡⼤
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この現状と課題を踏まえ、PBR1倍超の達成には、この図に⽰します通り、ROEの向上と株主資
本コストの低減、2つの要素へのアプローチが重要と考えています。弊社はPBR1倍超の実現のた
め、「I. 成⻑戦略の遂⾏」、「II. 財務施策の実⾏」、「III. ⾮財務施策の展開」の3つを推進し
ます。
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▶ 中期経営計画「丸⽂ Nextage 2027」で掲げた基本⽅針のうち、3つの事業成⻑⽅針に関わる取り組みを推進

基本⽅針

「レスポンシブル・ビジネス」の追求

① 「レスポンシブル・ビジネス」の視点

新規事業における収益化実現
② 事業戦略の視点

既存事業における基盤拡充

グループ・シナジーの強化

③ 基盤戦略の視点

価値創造モデル推進のための戦略管理⾼度化

⼈的資本戦略の展開

Ⅰ-（1）① 成⻑戦略 「丸⽂ Nextage 2027」事業成⻑⽅針（再掲）

2027年度計画値

1,670億円

デバイス事業

システム事業

アントレプレナ事業

• 成⻑分野への選択／集中
• 商流の拡⼤・維持／再構築⽀援
• 新技術・商材の開拓／受動部品の拡販
• グループ・シナジーの発揮
• マス・マーケットにおける販売チャネルの拡⼤

• 新規事業の開発/新規商材の開拓
• 既存事業の領域/規模拡⼤
• 国家推進施策の関連ビジネス取り込み
• グループ経営強化/事業基盤拡充
• 海外オペレーションの確⽴

• 新規事業の開発
• 提供価値の独⾃性発揮
• AI関連商材の開拓・拡販
• 戦略的な協業機会の追求

売上⾼

30億円以上経常利益

2027年度計画値

2027年度計画値

670億円売上⾼

40億円以上経常利益

売上⾼

経常利益

60億円

10億円以上

22

まず「成⻑戦略の遂⾏」です。 これは、弊社の中計「丸⽂ Nextage 2027」の着実な実⾏と達
成を⽬指します。スライド左側に掲げております『レスポンシブル・ビジネス』、『事業戦
略』、『基盤戦略』という3つの視点に基づく基本⽅針のもと、2027年度の各事業セグメントに
おける経常利益の計画値として、デバイス事業は30億円以上、システム事業は40億円以上、ア
ントレプレナ事業は10億円以上を設定しております。



98,583 102,697 108,726 

112,254 110,727 
127,274 

2024年度 2025年度 2026年度⾒通し

上期 下期

Ⅰ-（1）② 成⻑戦略 これまでの進捗状況と2026年度の⾒通し

▶ 現中期経営計画の2026年度の⾒通しについては、2026年5⽉公表の期初計画を⾒直し、売上⾼を2,250億円
から2,360億円に、経常利益を60億円から79億円に上⽅修正

▶ 現中期経営計画の最終年度（2027年度）の⽬標達成に向け、「3つの戦略施策（I.Ⅱ.Ⅲ.)」を着実に推進
売上⾼進捗状況 経常利益進捗状況

2,400億円

中計最終年度
（2027年度）

計画値

210,837 213,425
236,000

（百万円）

3,113 
1,759 

4,426 

3,428 

2,459 

3,474 

2024年度 2025年度 2026年度⾒通し

上期 下期

6,541

4,218

7,900

中計最終年度
（2027年度）

⽬標値

80億円以上

（百万円）
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＊ 2025年度期初に棚卸資産の評価⽅法について変更を⾏っており、2024年度については遡及適⽤後の数値としております
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こちらが、中計最終年度の2027年度の⽬標、売上⾼2,400億円、経常利益80億円以上に向けた
現在の進捗となります。中計2年⽬である今期は、先ほど申し上げた通り、期初予想を上⽅修正
しており、売上⾼2,360億円、経常利益79億円を⾒込んでおります。



Ⅰ-（1）③ ROE⽬標達成に向けたEPS成⻑イメージ
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▶ 2027年度は、業績の回復を果たし、次期中計期間（2028年度以降）を通じて持続的な成⻑軌道へと回帰
▶ 重点市場（航空・宇宙・防衛、医療・ヘルスケア）への取り組みを強化し、EPS成⻑のエンジンとする
▶ EPS成⻑と持続的成⻑に向けた効率的かつ効果的な資本配分に努め、ROE 9%以上（中計⽬標）、将来的には

10%以上（アスピレーション）の達成を⽬指す

▲ 81.6

93.2

199.0

130.0
163.3

126.1

198.0 213.2

266.6

-100.0

-50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2030年度

当期純利益 EPS

*2030年度のEPSは、特別損益を計上せず、実効税率を30%と仮定して算出
**2025年度直前3年間の平均EPS（164.1円）から2027年度⽬標（213.2円）へ必要となるCAGR（年平均成⻑率）の⽔準⽬線

2026年度

（予想）

2027年度

（⽬標）
2030年度

（アスピレーション）

重点市場の拡⼤や効率的・効果的な資本配分に努め、
年率9％**のEPS成⻑率を⾒据える

ROE 9%以上

ROE 10%以上

以上

前 中 期 経 営 計 画

平均EPS 164.1円

現 中 期 経 営 計 画 次 期 中 期 経 営 計 画
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（円）

次に、ROE⽬標達成に向けたEPSの成⻑イメージです。今年度は業績が回復基調に⼊りました。
中計最終年度となる2027年度には業績の回復を確かなものとし、次期中計期間を通じて持続的
な成⻑軌道を⽬指します。そのエンジンとなるのが、「航空・宇宙・防衛」や「医療・ヘルスケ
ア」といった重点市場への取り組み強化であり、年率9%程度のEPS成⻑を⾒据えています。こ
のEPS成⻑と持続的成⻑に向けた効率的かつ効果的な資本配分に努め、中計⽬標であるROE 9%
以上、将来的にはROE 10%以上の達成を⽬指します。



77,540 77,767 

74,704 80,233 

2025年度 2026年度⾒通し

Ⅰ-（2）『デバイス事業』の成⻑戦略

売上⾼推移

152,245 158,000

912 

2,930 

▲ 349

570 

2025年度 2026年度⾒通し

562

3,500

© 2026 MARUBUN CORPORATION

▍ビジネスモデル

調達 販売

• アナログIC 
• メモリーIC
• マイクロ

プロセッサ etc

半導体
メーカー

• コネクタ
• スイッチ
• コンデンサ

etc

電⼦部品
メーカー

• ⺠⽣機器メーカー
• 産業機器メーカー
• ⾃動⾞関連

メーカー
• 医療機器メーカー

半導体
電⼦部品

使⽤メーカー

デバイス
事業

• 豊富な品揃え
• 細やかなサービス
• グローバル販売網
• 商社⾦融機能

• 豊富な品揃え
• 細やかなサービス
• グローバル販売網
• 商社⾦融機能

• 充実した顧客基盤
• 顧客ニーズの還元
• グローバル調達網

• 充実した顧客基盤
• 顧客ニーズの還元
• グローバル調達網

▶ 主にモビリティ向け半導体が好調に推移し増収を確保。利益⾯では、円⾼進⾏の影響により増益
▶ 通期も現在のビジネス状況は継続すると⾒通すが、モビリティ・航空宇宙分野での販売拡⼤に注⼒

経常利益推移

▍2026年度の中間期総括と通期⾒通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

▶ 中間期は、モビリティ向けが好調に推移したことに加え、メモリ製品の
売上が増加したことから、前年同期⽐で増収を達成

▶ 為替市場が円⾼基調に推移した影響により増益となる

▶ 通期もこの市場環境と当社を取り巻くビジネス動向は継続すると⾒通す。
好調なモビリティ向けに加え、航空宇宙関連に注⼒する

*前連結会計年度より、2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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それでは、「成⻑戦略の遂⾏」について、各事業の取り組みをご説明します。業績は先ほどご説
明した通りですので、ここでは今後の取り組みを中⼼に申し上げます。

まずはデバイス事業です。好調なモビリティ向けに加え、航空宇宙関連での販売拡⼤に注⼒しま
す。お客様の開発段階から最適な商品の提案に加え、加⼯対応など弊社の技術対応⼒を活かし、
付加価値の最⼤化を図ってまいります。



24,286 29,864 

34,337 
44,136 

2025年度 2026年度⾒通し

Ⅰ-（3）『システム事業』の成⻑戦略

売上⾼推移

58,623
74,000

1,029 
1,648 

2,641 
2,452 

2025年度 2026年度⾒通し

3,670
4,100
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▍ビジネスモデル

▶ 航空・宇宙・防衛市場の伸⻑が⾒込まれる事業環境を踏まえ、当社の強みである同領域ビジネスの着実な取り込み
▶ 専⾨性の⾼い領域における⾼付加価値ビジネスを強化し、持続的成⻑の好循環を創出する

経常利益推移

▍2026年度の中間期総括と通期⾒通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

調達

システム
事業

据付

• 充実したアフター
サービス

• 豊富な品揃え
• 商社⾦融機能

• 充実したアフター
サービス

• 豊富な品揃え
• 商社⾦融機能

• 充実した顧客基盤
• 強⼒な代理店機能
• ⾼度知⾒の蓄積

• 充実した顧客基盤
• 強⼒な代理店機能
• ⾼度知⾒の蓄積

航空宇宙
関連メーカー

産業機器
メーカー

⾃動⾞関連
メーカー

医療機関

• 通信機器
• 計測機器
• 光学機器
• レーザー機器
• 組込⽤CPUモ

ジュール etc

電⼦機器
メーカー

• 宇宙・航空関連設
備

• 検査設備
• 試験設備
• 解析設備
• 医⽤装置 etc

設備機器
メーカー

販売

保守

▶ 中間期は、製造業の設備投資需要を背景に、産業機器分野が伸⻑。この
結果、前年同期⽐で増収増益を達成

▶ 通期においては、航空・宇宙・防衛市場の拡⼤を背景に、航空宇宙機器
分野の伸⻑を予測し、売上⾼は前年度を上回る⾒込み

▶ 利益⾯は、既存事業の領域/規模拡⼤に加え、⾼付加価値ビジネスへの
注⼒を図り、増益を⾒込む

26

続いてシステム事業です。拡⼤が続く航空・宇宙・防衛市場は、⾼い信頼性が求められ、他社が
容易に参⼊できない、弊社の⾼収益事業の柱です。この強みを着実に取り込むとともに、『充実
したアフターサービス』も含めた専⾨性の⾼い領域での⾼付加価値ビジネスを牽引役として、事
業全体の増益を⽬指してまいります。



870 1,095 

1,686 

2,905 

2025年度 2026年度⾒通し

Ⅰ-（4）『アントレプレナ事業』の成⻑戦略

売上⾼推移

2,556

4,000

▲ 183 ▲ 155

168 
455 

2025年度 2026年度⾒通し

▲14

300
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▍ビジネスモデル

▶ 通信関連の需要により増収増益。通期はAI・ロボティクスの伸⻑も⾒込み、増収増益を計画
▶ 医療、通信関連を中⼼に新規市場開拓に向けた営業活動を強化し、収益源確保と収益性確⽴に注⼒する

経常利益推移

▍2026年度の中間期総括と通期⾒通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

調達 アントレ
プレナ
事業

実装
⽀援

• ⾰新的なソリュー
ションの提案

• 業界をリードする
知⾒の提供

• ⾰新的なソリュー
ションの提案

• 業界をリードする
知⾒の提供

• ⽇本での拡販機能
• 包括的なポスト

セールスサポート

• ⽇本での拡販機能
• 包括的なポスト

セールスサポート
通信キャリア

産業機器
メーカー

医療機器
メーカー

介護施設

販売

技術
⽀援

• AIロボット
• 遠隔治療機器

etc

ベンチャー企業

• 時刻同期
ソリューション
etc

サービス事業者

▶ 中間期は、 光通信関連の需要が堅調に推移し、前年同期⽐で増収を実現。
またAI・ロボティクスも売上規模は⼤きくないが増収となる

▶ 通期は、AI・ロボティクスでの案件獲得に注⼒し、⿊字化を⾒込む

▶ ICTソリューションでは通信インフラ分野・ソフトウェア、AI・ロボティ
クスでは介護・医療分野に注⼒し、中⻑期的な収益基盤の構築を⽬指す

*前連結会計年度より、2026年１⽉の組織変更による事業セグメントの再編に伴い、報告セグメントの構成内容を⾒直し、従来「デバイス事業」に含めていた⼀部事業を「アントレプレナ事業」に変更しております。
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アントレプレナ事業は、弊社の将来の『⾼付加価値事業』を創出する、戦略的なセグメントで
す。ICTソリューションでは通信インフラ分野、AI・ロボティクスでは介護・医療分野に注⼒
し、将来のROE向上を牽引する事業の種を育ててまいります。

以上、3事業セグメントの事業戦略についてご説明いたしました。



Ⅱ–（1） 財務施策「基本⽅針」
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財務施策

2026年度
(進⾏期)

2025年度

2024年度

▶ 財務規律を維持しつつ、ROE改善と継続的な株主還元の両⽴を基本⽅針とする
▶ DOE導⼊による配当安定化に加え、業績に応じた配当還元を実施し、株主価値向上に努める

 DOEを下限とする新たな配当政策を継続し、安定的な株主還元
を実践

 前中計財務⽬標達成と、創業180周年記念を踏まえ
「特別株主優待」を実施

財務基本⽅針

持続的な企業価値向上に向け、成⻑分野への戦略的
投資と継続的かつ安定的な株主還元を⾏う

資本効率改善（ROE⽬標達成と安定化）を企図し、
ROE構成要素（収益性・資産回転率・財務レバレッジ）
の改善努⼒と財務安全性維持の均衡を保つ

配当政策

連結配当性向50％またはDOE3.5%のいずれか⾼い⽅

配当額

当期純利益

DOE（株主資本配当率）による配当

配当額の下限設定効果

【DOE・配当性向による配当額の関係性（イメージ）】

実績︓1株当たり配当66円（配当性向40.4%を採⽤、DOEは3.5%）

 バランスシート圧縮の取り組みを継続し、⾃⼰資本⽐率
（財務安定性）を⼤幅改善

（2023年3⽉期末以降︓27.1%→29.1%→37.8%）

 資本効率を重視した経営をさらに強化し、配当⽅針の
改定と株主優待制度の導⼊を決定

連結配当性向

DOE（株主資本配当率）
50

3.52.5

40 %

% %

% いずれか
⾼い⽅

株主優待
（1年以上保有の

株主様対象）
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施策の2点⽬、「財務施策」についてです。

財務基本⽅針は、財務規律を維持しつつ、ROE改善と継続的な株主還元を両⽴することです。資
本効率を重視した経営をさらに強化し、配当⽅針の改定と株主優待制度の導⼊を決定しました。

引き続き、財務安全性の維持と資本効率の改善の均衡を保ちながら、財務基盤の強化を推進しま
す。



Ⅱ–（２）キャピタル・アロケーションの考え⽅
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▶ 時局に応じた経営課題を踏まえ、持続的成⻑に向けた効率的かつ効果的な資本資源配分に努め、
「内部留保の活⽤」と「持続的成⻑の実現」の好循環を創出する

Cash In Cash Out

営業CF 
(FY2025-FY2027) 

内部留保

株主還元

成⻑投資

事業基盤強化

成⻑投資機会の追求
 航空宇宙、医療・ヘルスケア等への⾮連続な成⻑機会の追求

（中計3年間で⾃⼰資本額の5-10%程度を投資額⽬途とする）
 市場拡⼤や商権拡充、隣接領域とのシナジー⽰現を⽬指す
 M&A推進の組織的ドライバーとなる「事業開発室」を新設
 M&Aプレイブックの充実による準備性（readiness) の確保

業務インフラ、⼈的資本（⼈財）投資

株主還元（配当等）

 システム投資を通じた業務効率化・経営情報の⾼度化
 専⾨性の⾼いプロ⼈材の採⽤・育成を通じた施策推進⼒強化
 健康経営や⼈材多様化を通じた組織のサステナビリティ向上

 継続的かつ安定的な配当の実施
連結配当性向50% または
DOE（株主資本配当率）3.5% のいずれか⾼い⽅を⽬安

 株主優待の実施

29

続いて、弊社のキャピタル・アロケーションの考え⽅です。成⻑投資については、中計3年間で
⾃⼰資本額の5〜10%程度を投資額の⽬途としております。また、M&Aをより機動的に推進する
ため、「事業開発室」を新設し、体制を強化しました。あわせて、業務インフラや⼈的資本への
投資、そして継続的かつ安定的な株主還元にも資本を振り向け、「内部留保の活⽤」と「持続的
成⻑の実現」の好循環を創出してまいります。



Ⅱ–（３）⾮連続成⻑（M&A等）に対する考え⽅
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▶ 2030年度アスピレーションで掲げる経常利益100億円の達成に向け、M&A・事業買収などの⾮連続成⻑の
機会追求と取り組みを推進

事業領域

デバイス
事業

システム
事業 事業

アントレ
プレナ

シナジー創出が⾒込まれる以下の重点領域を中⼼に検討

• センシング技術
• 次世代通信
• エンジニアリング

• ヘルスケア
• ロボティクス
• 航空宇宙防衛

• 受動部品（PEMCO）
• 介護⽀援 / ⾼齢社会対応
• サーキュラーエコノミー

M&A推進体制と投資基準

M&Aの確実な実⾏と価値最⼤化に向けた体制・基準の構築

M&Aの準備性
（readiness) の確保

⾮連続成⻑機会の検討
⽬線として、社内で
「M&Aプレイブッ
ク」を制定。案件選別、
価値判定、デューディ
リジェンス、PMI対応
等の検討⽬線や想定プ
ロセスを標準化

⾃⼰資本⽐率や財務
レバレッジへの影響
を考慮し、規律ある
資⾦調達のもとで実
⾏。資本コストや資
本効率性を加味し、
厳格に評価・モニタ
リング

規律ある投資判断
とガバナンス

事業開発室の
新規⽴ち上げ

経営企画部配下に
「事業開発室」を発
⾜し、案件ソーシン
グから買収後の統合
プロセス（PMI）ま
でを⼀貫管理し、早
期のシナジー創出を
推進
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次に、⾮連続成⻑に対する考え⽅です。弊社は、2030年度のアスピレーションとして経常利益
100億円以上を掲げており、その達成に向けて、既存事業とのシナジーが⾒込まれる領域で、
M&Aなどの機会を追求してまいります。社内では「M&Aプレイブック」を制定し、検討のプロ
セスを標準化しました。実⾏にあたっては、新設した「事業開発室」を中⼼に、財務への影響や
資本コストを踏まえ、規律ある投資判断を徹底いたします。



Ⅱ–（４）バランスシート（BS）マネジメント
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▶ ⾃⼰資本の適正⽔準維持を通じて、経営のリスク耐性を強固にすることを基本⽅針とする
▶ 財務規律を発揮し、財務リスク低減を図りつつ、効果的な資産負債管理（ALM）を展開する
▶ ALM関連の各種具体施策（テーマ）を通じ、連結バランスシート最適化に向けた継続的な取り組みを進める

資産 負債・純資産

現預⾦

流動資産

固定資産

純資産

負債

⾃⼰資本の適正⽔準維持
・⾃⼰資本⽐率30〜40%を⽬安に

経営のリスク耐性を担保

適正な財務レバレッジの維持
・企業間信⽤（⽀払債務等）の有効活⽤
・運転資⾦需要の変化に応じた、効率的で

機動的な円貨・外貨の資⾦調達運営

政策保有株式の縮減

戦略投資の規律徹底

・保有意義の定点検証を通じた⾒直し
・営業利益リターンのモニタリング

為替リスクの適切な管理
・ナチュラルヘッジ・為替予約ヘッジ

による為替リスクの除去・削減
・⽇本会計基準上で⽣じうる「為替差損益

発⽣のメカニズム」の影響解析と詳解

在庫の健全性/回転性維持
・需要動向に応じた適正管理/滞留監視
・保有コスト精緻化と管理会計⾼度化
・CCC*の短縮化をモニタリング

⼿許資⾦の適正管理

・投融資分科会による出資モニタリング

売上債権の信⽤性/短期性維持
・与信管理と動態モニタリング徹底
・ファクタリング機能の有効活⽤
・CCC*の短縮化をモニタリング

調達多様化とコスト最適化
・⾦利動向に応じた⻑短調達の構造管理
・資産流動化等による調達多様化の推進

*CCC︓キャッシュ・コンバージョン・サイクル

・グループ・ファイナンス⾼度化
・短期余剰資⾦の運⽤効率最適化
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そして、バランスシート・マネジメントです。弊社は、⾃⼰資本⽐率30〜40%を⽬安に、⾃⼰
資本の適正⽔準を維持することを基本⽅針としています。これまでのバランスシート圧縮の取り
組みにより、当中間期末の⾃⼰資本⽐率は42.4%と、⽬安を上回る⽔準となりました。今後も、
在庫の健全性や債権債務管理を通じたキャッシュコンバージョンサイクルの短縮を図りつつ、適
正な財務レバレッジを維持してまいります。また、この財務基盤を活かし、株主還元の強化や成
⻑投資に資本を振り向けることで、資本効率の向上を図ってまいります。



Ⅲ.  ⾮財務施策「3つのテーマ領域」（再掲）

CoE低減に向けた「3つのテーマ領域」

CoE
株主資本コスト

サステナビリティ
経営の推進

コーポレート
ガバナンス強化

ステークホルダー
エンゲージメント向上

▶ 「⾮財務施策の３つのテーマ領域」における取り組みを進め、「期待株主資本コストの低減」につなげていく
▶ 情報開⽰の⼀層の充実に努め、経営の透明性を確保しつつ、「丸⽂ブランド」の信⽤⼒・訴求⼒を⾼める
▶ 同時に「社会的価値の創出」に貢献し、各⽅⾯のステークホルダーによる当社ビジネスの理解深化にも努める
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レスポンシブル・ビジネスの追求
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施策の3点⽬、「⾮財務施策の展開」です。 これは、ROEの向上と並ぶもう⼀⽅の課題、株主資
本コストの低減 に向けた取り組みです。



Ⅲ–（1） ⾮財務施策「サステナビリティとエンゲージメント」
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▶ ⾮財務施策（サステナビリティ推進・エンゲージメント向上）における具体的な取り組みを着実に実⾏
▶ 年々進化する活動を通じて、持続的な成⻑基盤を強化し、企業価値（経済的価値・社会的価値）向上を⽬指す

ステークホルダーエンゲージメント向上サステナビリティ経営の推進

2026年度
(進⾏期)

2025年度

2024年度
 マテリアリティを特定
 「⼈的資本戦略委員会」を設置し、⻑期戦略・⽬標設定を開始
 社内複業制度を導⼊し、社員各⼈の⾃⽴的（⾃律的）なキャリア

構築を⽀援

 eNPS* 2022年度⽐で+12.1ptと着実に向上
 社員持株会向けの株式インセンティブ制度の導⼊

 グループ初となる統合報告書を和⽂・英⽂で発⾏
 第三者機関によるアナリストレポート（⽇・英版）を初めて公

開し、情報開⽰を拡充
 全社員を対象とした「タウンホールミーティング」を開始し、

従業員エンゲージメントを強化

 統合報告書を発⾏しステークホルダーとの対話をさらに深化
 IR活動の強化の⼀環として経済メディア経由の発信強化
 PR活動の積極展開（明治神宮野球場、東京メトロ駅への広告

掲出等）

* 社員エンゲージメントスコア（employee Net Promotor Score）

 5つのマテリアリティについて、2030年度をターゲット
とした定量的な測定指標である「KPI」を設定し公表

 丸⽂グループの企業⾏動憲章・⾏動規範における⼈権尊
重の理念をさらに具体化するために「⼈権⽅針」を制定

 統合報告書「MARUBUN REPORT 2026」を発⾏
あわせて紹介動画「ここにいた、丸⽂。」を制作・公開

 初の個⼈投資家向け説明会開催（今年度開催予定）によ
る対話チャネルの拡⼤

 機関投資家・アナリストとの建設的な対話の継続深化
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まず1点⽬の『サステナビリティ経営の推進』です。今年度は、5つのマテリアリティについて、
2030年度をターゲットとした定量的なKPIを設定・公表したほか、⼈権尊重の理念をさらに具体
化するため「⼈権⽅針」を制定しました。

2点⽬の『ステークホルダーエンゲージメント向上』では、統合報告書「MARUBUN REPORT 
2026」を発⾏しました。今回は報告書にあわせて、「ここにいた、丸⽂。」と題した動画も制
作しております。弊社が社会の中で、何をしているのかを、数分で感じていただける内容です。
また、今年度には初めて個⼈投資家向け説明会を開催する予定で、資料は後⽇、弊社ウェブサイ
トに掲載いたします。機関投資家・アナリストの皆様との建設的な対話も、引き続き深化させて
まいります。



Ⅲ–（2） ⾮財務施策「コーポレートガバナンス」
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▶ 取締役会の多様性確保や報酬制度の⾒直しなどを通じ、ガバナンス体制の基盤を安定的に運営
▶ 資本コストを意識した経営をさらに深化させ、企業価値向上を⽬指す

コーポレートガバナンスの強化

2026年度
（進⾏期）

2025年度

2024年度
 前年度からの各種ガバナンス強化策を継続
 取締役会実効性評価の結果、議論の深化・活性化が進展

 譲渡制限付株式報酬（RS）制度の対象をグループ
会社役員へ拡⼤

 次世代経営⼈材のサクセッションプランに関する
議論を深化

 取締役向けガバナンス研修の実施

MARUBUN REPORT 2026の発⾏

▲報告書はウェブサイトよりご確認頂けます

• 全てのステークホルダーの
皆様へ、当社の存在意義や
企業価値をお伝えすること
を⽬的に制作

• 経営の透明性や実効性に
関する取り組みを具体的に
報告しています

• 皆様との「建設的な対話」
のきっかけとなることを⽬
指します

（右図）会社紹介動画「ここに
いた、丸⽂。」。⾝近な電化製
品から⼈⼯衛星まで、社会のど
こに丸⽂がいるのかを数分でお
伝えします。YouTubeにて
ショート版も公開

 新代表取締役社⻑が就任し、新経営体制が始動
 新たな中期経営計画「丸⽂ Nextage 2027」を策定
 資本コストや株価を意識した経営をさらに推進

▲動画はウェブサイトよりご確認頂けます
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ガバナンスについては、私が社⻑に就任して2年⽬となる今年度、譲渡制限付株式報酬制度の対
象をグループ会社役員へ拡⼤したほか、次世代経営⼈材のサクセッションプランに関する議論も
進めております。ガバナンスにおける具体的な取り組みや、社外取締役からの独⽴した視点での
議論などは統合報告書に掲載しておりますので、併せてご覧ください。



総括︓持続的な企業価値向上に向けた取り組みの俯瞰（再掲）

• サステナビリティ経営推進
• ステークホルダー・エンゲージ

メントの向上
• コーポレートガバナンス強化

• 株主還元強化
• 内部留保の活⽤強化と持続的成⻑

の好循環創出︓
-成⻑投資機会（戦略的リスク
テイク機会）の追求
-業務インフラ投資
-⼈的資本（⼈財）への投資
-バランスシート・マネジメント

• 財務リスク管理強化

• 新規事業における収益化実現
• 既存事業における基盤拡充
• グループ・シナジーの強化

▶ 「成⻑戦略の遂⾏」「財務施策の実⾏」「⾮財務施策の展開」を価値創造プロセスとする取り組み強化により、
「ROE9％以上の安定確保」と「エクイティ・スプレッド拡⼤」を図り、持続的な企業価値の向上の実現と、

結果としてのPBR1倍超の達成を⽬指す

価値創造プロセス
を通じた持続的な
企業価値向上

結果としての
PBR１倍超

の達成

Ⅰ. 成⻑戦略の遂⾏

Ⅱ. 財務施策の実⾏

Ⅲ. ⾮財務施策の展開

CoEの低減

ROEの向上

エクイティ
スプレッド
の拡⼤

ROE
株主資本利益率

CoE
株主資本コスト
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本⽇ご説明したこれら3つの施策を、強いコミットメントのもと着実に実⾏し、持続的な企業価
値の向上と、結果としてのPBR1倍超の達成を⽬指します。



今後も変わらぬご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

私からの説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。
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